
様式第１号（第５条関係） 

糸島市新型コロナウイルス感染症対策観光事業者事業継続支援給付金交付申請書 

令和  年  月  日 

糸島市長 様            申請者  

事業者住所 〒    －     

                         

                  事業者名(屋号)                

                  ふ り が な 

                  代表者役職・氏名                  印

※法人の場合は，押印してください。 

                  代表者生年月日    年  月  日生  性別（男・女）

電話番号                      

 糸島市新型コロナウイルス感染症対策観光事業者事業継続支援給付金（以下、「給付金」という。）

の交付を受けるため、様式第２号「誓約・同意書」及びその他必要な関係書類を添えて申請します。 
 
１ 施設・事業所の情報 

施設・事業所の名称（屋号）  

施設・事業所の所在地 糸島市 

申請の区分 
（該当する箇所のいずれかにﾁｪｯｸ☑／重複不可） 

申請の内容 算定額 

宿泊事業者 
□旅館業法第３条第１項に規定される旅館業

の許可を受けている施設を営む者 
□住宅宿泊事業法第３条第１項に規定される

届出をしている施設を営む者 

・ホテル、旅館、宿泊所等名 
（               ） 

・客室数 （   ）室×５万円 
１事業者につき下限 10 万円、上限 100 万円 

万円 
 

 

旅行事業者 
□旅行業法第３条の登録を受けた事業者であ

り、かつ来店型店舗にて事業を営む者 
１事業者につき 25 万円 万円 

 

観光交通事業者 
□道路運送法第３条第１号ロに規定する 
一般貸切旅客自動車運送事業を営む者 

１事業者につき 25 万円 
 

万円 
 

 
２ 交付申請額 

交付申請額 ※１で算定した金額 万円  

 
３ 減収状況 対象：令和３（2021）年４月から９月までの間 

申請の区分 
（該当するいずれか一つにﾁｪｯｸ☑） 

受給した月等 

□国の月次支援金を受給した者 
□福岡県中小企業者等月次支援金を受給した者 

令和３年（   ）月分 
※令和３（2021）年４月から９月までの間 

□新型コロナウイルス感染症の影響により令和３（2021）
年４月から９月のいずれかの月の売上が、令和元（2019）
年又は令和２（2020）年の同月と比べて 30％以上減少し
ているもの者 

下記に詳細な内容を記載していください。 

２０１９年又は２０２０年（比較年）(  )月 ２０２１年（基準年）(  )月 

売上額（円）A 円／月 売上額（円）B 円／月 

売上減少率 (A-B)/A×100 ％  (≧30%)  
※小数点以下切り捨て 

※記入する売上額については、確定申告書類に記載してある数値を記入してください。 

（裏面） 
 



４ 添付書類 

  以下の書類を本申請書と併せて提出してください。 

 申請に必要な書類 法人 個人 

① 誓約・同意書（第２号様式） □ □ 

② 

 

交付対象者確認書類 

市内で支援対象となる施設・事業所を営んでいることが確認できる書類の写し 

 

【宿泊事業者】・各種営業許可証の写し 

・一般客を宿泊させる営業をおこなっていると確認できる書類 

（令和３年度に福岡県の県税事務所に宿泊税の申告・納入を行っ 

ていることが確認できる書類、パンフレット、HP の写し等） 

【旅行事業者】・旅行業者、旅行業者代理業者登録簿の写し 

・来店型店舗で営業していることが確認できる書類･写真 

【観光交通事業者】・一般貸切旅客自動車運送事業者の許可証の写し 

       ・営業していることが確認できる書類 

（パンフレットや、HP の写し等） 

 

□ □ 

③ 

 

給付額の算定に必要な書類の写し 

【宿泊事業者】・客室数が確認できる書類（パンフレットや、HPの写し等） 

 

□ □ 

④ 

 

事業減収が確認できる書類の写し 

 

【国の月次支援金の受給者、福岡県中小企業者等月次支援金の受給者】 

・国又は県の給付決定通知書等の写しなど給付を受けたことが分かる書類 

 

【売上が 30％以上減少している事業者】 

・該当年の確定申告書類の写し等（収受印または e-Tax の受信通知等が必要） 

・令和３（2021）年の対象月の事業収入がわかる売上台帳等 

 

新型コロナウイルス感染症の影響により令和３（2021）年 4 月から９月のいず

れかの月の売上が、令和元（2019）年又は令和２（2020）年の同月と比べて 30％

以上減少していると確認できる申告書等 

 

□ □ 

⑤ 通帳などの振込口座に関する事項が確認できる書類の写し □ □ 

⑥ 
代表者の本人確認書類の写し【個人事業者のみ】 

運転免許証や、マイナンバーカード等 
 □ 

⑦ 申請者の登記簿謄本（履歴事項全部証明書）【法人のみ】 □  

⑧ 役員名簿（第５号様式）  【法人のみ】 □  

※審査の状況に応じて、上記以外の追加資料の提出をお願いすることがあります。 


